
（単位：千円）

4,633,617 3,738,541

260,715 692,857

203,365 2,942,073

24,342 1,661

101,795 30,373

2,391,024 54,265

1,650,356 17,103

2,017 206

9,184,970 6,788,548

8,943,967 3,926,190

7,314,600 2,812,454

334,239 48,422

485,171 1,480

809,956

13,457 10,527,089

463

12,994 3,291,498

227,545

15,026 480,000

178,062 2,811,498

25,157 120,000

9,300 2,691,498

2,691,498

 

3,291,498

13,818,588 13,818,588

（注1）記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。

（注2）当期純損失4,590千円

※一部修正についてのお知らせ：2024年9月に当期純損失､「個別注記表（重要な会計方針にかかる事項に
関する注記）」を追記

預 け 金

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

貸　借　対　照　表

（2024年３月31日現在）

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額

売 掛 金 未 払 金

前 払 費 用

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金

差 入 敷 金 保 証 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 及 び 備 品

長 期 前 払 費 用

投資その他の資産

商 標 権 （純資産の部）

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 負　債　合　計

株 主 資 本

そ の 他 の 流 動 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債

構 築 物 退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

預 り 敷 金 保 証 金建 物

1年内返済予定 長期借入金

長 期 借 入 金

－1－

賞 与 引 当 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

利 益 準 備 金

   繰 越 利 益 剰 余 金

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負　債　純　資　産　合　計

そ の 他 利 益 剰 余 金そ の 他

繰 延 税 金 資 産
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個 別 注 記 表 

 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により計上しております。 

貯   蔵   品･･････ 移動平均法により計上しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

建 物･････  定額法により計上しております。 

上記以外の有形固定資産･････  定額法により計上しております。 

(２) 無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

   ソ フ ト ウ ェ ア･････  自社利用のソフトウェアについては、定額法により 

計上しております。 

なお、償却期間は、社内における利用可能期間（５年）

であります。 

   上記以外の無形固定資産･････  定額法により計上しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(１) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(２) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

当社は主に商業施設の管理業務を行っており、建物賃貸借契約等に基づいて当該区画

を賃貸しております。建物賃貸借契約等については「リース取引に関する会計基準」に

基づき契約期間の範囲で収益を認識しております。 

 

５. その他計算書類の作成のための基本となる事項 

グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税並びに税効果の

会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に

関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月 12日）に従っております。 

 

 


